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第６章 鹿児島県の地域公共交通の問題点と課題の整理 

６-１. 移動ニーズに関する問題点と課題 

６-１-１ マイカー普及による公共交通利用者の減少からの脱却 

現状・ 
問題点 

 マイカー普及と比例して、公共交通利用者、特に路線バス利用者は
減少してきた。 

 特に令和 2 年度はコロナ禍に伴う行動制限に伴い輸送人員が⼤きく
減少している。 

 令和 3 年度以降は回復傾向であるものの、通勤や出張需要が落ち込
んだ状況が続いており、コロナ前の水準には達しない。【交通事業
者ヒアリング】 

  

課題  コロナ禍に伴う新たな生活様式の一定程度の定着もあり、通勤や出
張等の移動需要の回復は見込めない⾯もあるが、移動需要の喚起や
マイカー転換によって利用者の減少から脱却することが必要。 

 

 
出典：九州運輸要覧、一般財団法人 自動車検査登録情報協会 

図 ６-1 県内の路線バス輸送人員の推移 
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６-１-２ 移動ニーズと運行形態の不一致解消 

現状・ 
問題点 

 住⺠アンケート結果では、公共交通を使わず自家用車を利用する理
由として、「自家用車の方が早く着く」「ちょうど良い時間の公共交
通の便が無い」「公共交通は乗り換えが必要である」「駅やバス停ま
で遠い」という意見が多い。 

 買物弱者への対応の観点からも、公共交通が買物ニーズに一定対応
できることが望ましい。 

 公共交通の改善点として、公共交通利用者も非利用者も「待合環
境」「乗継ぎ」に関する指摘が多い。 

  

課題  運転者不足等により、路線バスの運行をこれ以上増やすことは難し
い中、移動ニーズを見極め、限られた運行資源を、必要とする時間
帯に合わせる検討が必要である。 

 公共交通間の乗継利便性確保が求められている。 

 

  

図 ６-2 自家用車を利用する理由 
（住⺠アンケート） 

図 ６-3 公共交通の改善点について 
（住⺠アンケート） 
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６-１-３ 利便性確保に向けた公共交通の選択と集中・見直しの必要性 

現状・ 
問題点 

 現在の地域間公共交通網は、路線や区間によって輸送状況が⼤きく
ことなり、平均通過人員（輸送の規模）が低い区間・系統が存在す
る。 

 一部の路線・系統では、通学者などに利用者が固定されており、そ
れ以外の時間帯は利用が少ないなど、利用が特定の目的化している
路線も存在する。【交通事業者ヒアリング】 

  

課題  各モードにおける輸送力等の特性を踏まえ、⼤量輸送が必要ではな
い区間（平均通過人員が小さい等）の精査やあり方の検討が必要で
あるとともに、⽇常的な生活利用を促進するために最適な運行内容
となるよう、関係者とともに検討が必要である。 

 

表 ６-1 JR 鹿児島県内線区別平均通過人員の推移 

 
出典：JR 九州ホームページ 

 

路線 区間 営業キロ 平均通過人員（人/日）
(㎞) 1987年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

(参考)
九州新幹線 熊本〜鹿児島中央 170.5 − 13,062 13,226 12,473 5,663 6,648 9,707

鹿児島本線 川内〜鹿児島中央 46.1 11,252 7,360 7,452 7,268 5,881 5,971 6,324

鹿児島本線 鹿児島中央〜鹿児島 3.2 9,962 11,900 11,917 11,724 9,088 9,398 9,980

日豊本線 都城〜国分 42.2 2,029 1,478 1,438 1,389 728 830 1,068

日豊本線 国分〜鹿児島 30.5 9,875 11,329 11,319 11,084 8,501 8,729 9,345

肥薩線 人吉〜吉松 35.0 569 138 105 106 - - -

肥薩線 吉松〜隼人 37.4 1,109 719 656 605 480 518 493

吉都線 吉松〜都城 61.6 1,518 474 465 451 408 397 394

指宿枕崎線 鹿児島中央〜喜入 26.6 8,253 8,474 8,555 8,346 6,631 6,558 7,168

指宿枕崎線 喜入〜指宿 19.1 3,687 2,551 2,537 2,405 1,661 1,674 1,862

指宿枕崎線 指宿〜枕崎 42.1 942 306 291 277 255 240 220

日南線 油津〜志布志 42.9 669 210 193 199 171 - -
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図 ６-4 補助対象路線バスの系統ごと輸送量の分布(R4 年補助年度) 

※輸送量は平均通過人員の 1/2 に相当する数値(循環系統を除く) 
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６-２. 地域と交通の連携に関する問題点と課題 

６-２-１ 地方公共団体と交通事業者の間で役割分担を明確化 

現状・ 
問題点 

 市町村内の公共交通協議会においては、市町村内の公共交通の議論
が中心であり、行政区界を跨ぐ幹線交通の議論は広域行政に委ねて
いることが多い。【交通事業者ヒアリングより】 

 行政区界を跨ぐ幹線交通の議論について、市町村は、生活圏を共有
する市町村間で連携しつつ、県や中心的な市町村が主導する体制を
最も望んでいる。 

  

課題  交通圏を意識し、幹線交通と域内交通に関して交通事業者と行政で
役割を分担することが必要である。 

 県は広域交通について、幹線として果たすべき役割やあり方を明確
化しつつ、交通事業者、市町村と共に主体的に検討に取り組むこと
が求められている。 

 市町村は域内交通について、地域の実情を鑑みつつ、様々な関係者
と共に主体的に検討に取り組むことが求められている。 

 

 

 

図 ６-5 幹線公共交通の望ましい検討体制（市町村アンケート） 
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６-２-２ 移動目的や公共交通同士の連携の必要性 

現状・ 
問題点 

 観光に特化した交通モード間の連携が一部の離島では進んでいるも
のの、その他では移動目的と交通との連携や交通モード間の連携に
よるおでかけ・公共交通利用促進は進んでいない。【交通事業者ヒ
アリングより】 

  

課題  公共施設や商業施設、他の交通モード、インフラなどの立地・整備
と連携した公共交通ネットワークの構築を行うことや、来訪者等の
移動目的に則した公共交通の提供を行うことで、公共交通利用を促
すことが必要である。 

 

 

 
出典：JAL ホームページ 

図 ６-6 観光 MaaS の例【奄美大島における航空と路線バスの連携】 
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６-２-３ 広域・高速交通と二次交通のシームレスなつながりの必要性 

現状・ 
問題点 

 二次交通として駅やターミナルバス停、空港、港から目的地までの
ラストマイルを担うきめ細かな移動手段であるタクシーは、他の公
共交通機関との連携はほとんど見られない。 【交通事業者ヒアリン
グより】 

 広域・高速交通（航空や航路）の頻繁なダイヤ変更に対し、接続運
行する路線バスのダイヤをすぐに変更するのは難しいことが多い。
【交通事業者（離島部）ヒアリングより】 

 特に離島における二次交通は、供給力の問題から離島生活者の移動
に特化せざるを得ず、来訪者の移動手段として公共交通は必ずしも
適していない。【交通事業者（離島部）ヒアリングより】 

  

課題  二次交通として、一般乗用タクシーを含めたラストマイルを支える
きめ細かな移動手段について、広域・高速交通との連携による交通
ネットワーク構築が課題である。 

 特に離島部における広域・高速交通と二次交通の関係者が、来訪者
の島内の移動手段について議論する場を設け、連携した交通ネット
ワークを構築することが課題である。 
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６-２-４ 利用者視点を考慮したストレスの無いサービスの提供 

現状・ 
問題点 

 公共交通利用者に対するアンケートでは、全国共通交通系 IC カード
が使用できないことや、公共交通の待合環境、乗り継ぎの不便さな
どが改善点として多く挙げられている。 

  

課題  利用者の視点で、様々な公共交通機関をシームレスでストレスなく
利用できる環境・サービスを提供することが求められている。 

 

図 ６-7 公共交通の改善点（利用者アンケート：市電） 

 

図 ６-8 公共交通の改善点（利用者アンケート：路線バス） 
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６-３. 地域公共交通の持続可能性に関する問題点と課題 

６-３-１ 公共交通の運行に係る収支を改善し、負の連鎖を断ち切る必要性 

現状・ 
問題点 

 公共交通利用者の減少に伴う収入の減少に加え、燃料や電気代高騰
に伴う動力費増や車両老朽化による修繕費増の実態から収支は悪化
し、路線バスに対する補助金額は増加傾向が続いている。【交通事
業者ヒアリングより】 

 担い手不足の解消に向け、人材確保に向けた給与形態の見直し等は
必須である反⾯、これらの取組でますます収支は悪化する見込みで
ある。【交通事業者ヒアリングより】 

 補助金を受け運行している路線バスにおいて、交通事業者の努力に
よって利用者や収入が増加した場合でも、補助額が減少するのみで
あり、交通事業者に対して現状を改善するインセンティブが働いて
いない。 

  

課題  収入増に向け、既存の輸送資源のストックを活用した貨客混載等の
施策を検討することが必要である。 

 学校や企業等の送迎、病院や福祉送迎等について、人の移動を統合
し、目的地施設と乗合による交通を創り上げる等、収入を増やすた
めの取組を推進することが必要である。 

 交通事業者の改善施策に対し、インセンティブを与えるような路線
バス補助制度の改善が必要である。 

 

 

図 ６-9 県内バス路線の補助金額の推移 
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６-３-２ 運行（航）に係る補助のみならず車両や船舶の更新まで考えた補助制度の
検討 

現状・ 
問題点 

 既存の補助制度では、車両や船舶の更新が行き届かず、老朽化が進
んでいるほか、バリアフリーへの対応が遅れている。【交通事業者
ヒアリング・公共交通利用者アンケートより】 

  

課題  車両や船舶の老朽化やバリアフリー対応に伴う必要な更新につい
て、行政の補助制度を更に検討する必要がある。 
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６-３-３ 子どもの公共交通利用マインドの醸成 

現状・ 
問題点 

 高校生の通学時移動手段は、雨天時は家族の送迎が最も多く、次い
でスクールバス、鉄道の順である。 

 路線バスを利用しない理由として、時間的制約や運行本数の少な
さ、バスの運賃が高いこと等を回答している学生が多い。 

  

課題  自家用車による送迎ではなく公共交通による高校通学を促すため
に、より低年齢から公共交通に対し興味関心や利用マインドを醸成
し、将来的に公共交通を移動の選択肢として認識してもらうことが
必要である。 

 ⻑い待ち時間を快適に過ごせる待合環境への改善や、通学定期券の
周知・買いやすい環境を整える等、公共交通を使いやすい状態に整
えることが求められる。 

 

図 ６-10 通学時（雨天時）に利用する交通手段（高校生アンケート） 

 

図 ６-11 路線バスを利用しない理由（高校生アンケート） 
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６-３-４ 公共交通のイメージ向上 

現状・ 
問題点 

 公共交通を普段から利用している方は、非利用者と比較して健康や
環境のことを考えて利用している方の割合が高い。 

  

課題  公共交通を利用していない層に対し、脱炭素や自身の健康の観点か
ら公共交通利用が有効であることをアピールすることが必要であ
る。 

 

 

図 ６-12 公共交通を利用したいと思う状況について（住⺠アンケート） 

  

図 ６-13 参考 1：健康と公共交通利用
について 

図 ６-14 参考 2：脱炭素と公共交通利
用について 

出典：日本モビリティ・マネジメント会議 

 
  

62%

26%

19%

18%

18%

13%

6%

3%

42%

25%

43%

10%

10%

46%

4%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

目的地に行く方法が公共交通しかない

自分で運転する場合事故の心配がある

目的地近くに駐車場がない

健康のことを考えている

環境のことを考えている

飲酒する予定、飲酒した

その他

子どもや孫と一緒に出かける

利用者【n=78】 非利用者【n=993】
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６-３-５ 公共交通における DX 化の推進と先進技術の実用化 

現状・ 
問題点 

 AI 技術の進展により、地域内交通を中心にオンデマンド交通への転
換を検討している地域が存在する。 

 クレジットカードタッチ決済の普及など、新たなキャッシュレス決
済の導入が一部で進んでいる。 

 公共交通に係るオープンデータの整備が一部で進んでいる。 

 自動運転車両について、他地域の先進事例を研究中であるものの、
道路等を含めたハード⾯の整備や車両導入や遠隔操作設備等の導入
において、実現に向けた役割や費用負担の分担について懸念する声
がある。 

 新たな技術の導入には、費用負担や、技術的な対応が可能な従業員
の養成が不可⽋であるが、多くの交通事業者にとって、単独での対
応が困難である。【交通事業者ヒアリングより】 

  

課題  AI 技術の活用・オープンデータの整備等の地域公共交通の DX 化を
更に進める必要がある。 

 中⻑期的に、公共交通に係る先進技術を社会実装し、鹿児島県の移
動に関する課題解決に活用するため、技術の適用・改善に関する研
究を行うことが求められている 

 研究により、持続可能な公共交通の運行に向けた隘路を抽出し、
様々な主体と共に解決することが求められている。 
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６-３-６ 公共交通に携わる人材の確保に向けた支援 

現状・ 
問題点 

 公共交通に携わる人材は、不規則な勤務体系や人命を預かるという
責任と、それに見合った給与ではないことから不足しており、減便
せざるを得ない状況となっている。 

 交通事業者ヒアリング調査を実施した主な路線バス事業者 8 社局中
3 社が深刻な運転者不足と回答し、他社についても退職者再雇用等
で辛うじて充足させている状況であり、高齢化が進行している。 

 一部離島では特に住宅供給が不足しているため、島外からの運転者
を受け入れられず、人材が不足している。 

 タクシーについても、車両の稼働率が 6 割程度に落ち込む等、運転
者不足が顕著であり、特にコロナ禍以降、夜間勤務を希望する運転
者が減少し、ニーズとのギャップが生じている状況である。 

 ⻑距離航路を中心に、20 ⽇間程度の⻑い航海が続くことに対し、近
年のライフスタイルの変化に対応が難しく、船員が不足している。
【交通事業者ヒアリングより】 

 市町村の公共交通に対する体制として、専任担当者がいる市町村は
2 割に留まっており、約半数の市町村が「専門部署がなく、人材が
不足している」と回答している。 

  

課題  公共交通を担う人材を確保するために、住環境支援等の福利厚生の
改善支援等、公共交通人材の確保に有効な支援や、⼤型・普通二種
免許等の資格取得支援について、市町村と連携して取り組む必要が
ある。  

 公共交通以外の輸送資源との連携も含め、移動の担い手を確保する
必要がある。 

 市町村の公共交通人材の育成が必要である 
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６-３-７ 持続可能な未来の形成（SDGs） 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）とは、2015 年 9 月
の国連サミットで採択された 2030 年までの国際目標で、持続可能な世界を目指すため
の 17 のゴールと 169 のターゲットから構成されている。本計画においても、特に関連
性の高い SDGs のゴールの達成に向け、未来につながる地域公共交通を実現する。 

 

 

図 ６-15 SDGs の 17 のゴール 

 

 

3 すべての人に 
健康と福祉を 

 

９ 産業と技術革新の 
基盤をつくろう 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的
な生活を確保し、福祉を促進する 

強靭（レジリエント）なインフラ構
築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進
及びイノベーションの推進を図る 

 

11 住み続けられる 
まちづくりを 

 

13 気候変動に 
具体的な対策を 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエン
ト）で持続可能な都市及び人間居住を実
現する 

気候変動及びその影響を軽減するため
の緊急対策を講じる 

 

17 パートナーシップで 
目標を達成しよう  

 

持続可能な開発のための実施手段を強
化し、グローバル・パートナーシップを
活性化する 

 
 

図 ６-16 特に関連性の高いゴール 
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第７章 計画の基本的な方針と鹿児島県公共交通の将来像 

 

移
動
ニ
ổ
ズ
に
関
す
る
現
状
と
課
題 

 マイカーの普及による
公共交通利用者の減少
からの脱却 

地
域
と
交
通
の
連
携
に
関
す
る
現
状
と
課
題 

 地方公共団体と交通事
業者の間で役割分担を
明確化 

地
域
公
共
交
通
の
持
続
可
能
性
に
関
す
る
現
状
と
課
題 

 公共交通の運行に係る
収支を改善し、負の連
鎖を断ち切る必要性 

②公共交通に係る関係者が、それぞれが役割
と責任を自覚し、主体的に地域や移動の新
たな価値を創出 

【つながり、価値を生み出す公共交通】 

①利便性の高い幹線 公共交通の提供 

【便利な公共交通】 

③持続可能な公共交通運行(航)体制の構築 

【公共交通を育む】 

鹿
児
島
県
の
公
共
交
通
に
求
め
ら
れ
る
役
割 

 

 移動ニーズと運行形態
の不一致解消 

 利便性確保に向けた公
共交通の選択と集中・
見直しの必要性 

 移動目的や公共交通同
士の連携が必要 

 広域・高速交通と二次
交通のシームレスなつ
ながりの必要性 

 利用者視点を考慮した
ストレスの無いサービ
スの提供 

 運 行(航)に 係 る 補 助 の
みならず車両や船舶の
更新まで考えた補助制
度の検討 

 子どもの公共交通利用
マインドの醸成 

 公共交通における DX 化
の推進と先進技術の実
用化 

 公共交通のイメージ向
上 

 公共交通に携わる人材
の確保に向けた支援 
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鹿
児
島
県
の
公
共
交
通
の
目
指
す
目
標 

③ 地 域 旅 客運 送 サ
ー ビ ス の 持 続 性
向上 

② 公 共 交 通を 含 む
関 係 者 間 の 連
携 ・ 協 働 に よ る
地 域 経 済 の 活 性
化 

① 公 共 交 通の 改 善
に よ る 交 流 ・ お
でかけの活発化 

基
本
的
な
方
針 

目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
実
施
施
策 

計
画
の
達
成
状
況
を
評
価
す
る
数
値
指
標 

• 移動実態や輸送実態に応
じた幹線・域内公共交通
ネットワークの再構築と
補助制度の活用 

• 交通モードを跨いだダイ
ヤ調整・乗継環境整備 

• 交通以外の分野との共創
の推進 

• 複数市町村に跨る広域の
検討体制構築 

• 交通以外の分野との共創
の推進（再掲） 

• ＭａａＳやキャッシュレ
ス決済の推進 

• 経路検索サイト等への公
共交通情報の提供の推進 

• 公共交通人材確保支援の
実施（再掲） 

• 様々な公共交通モードの
連携による利便性向上に
向けた検討 

• 幹線交通の確保維持や
GX 車両への更新 

• 公共交通に関する先進技
術等の研究と社会実装 

• 子どもをターゲットとし
たモビリティ・マネジメ
ントの推進 

• 公共交通の利用増に向け
た広報戦略の策定 

• 肥薩おれんじ鉄
道の輸送人員 

• 乗合バス輸送人
員 

• タクシー輸送人
員 

• 鹿児島空港年間
乗降者数(国内
線・国際線合計) 

• 県内航路輸送人
員 

• 財政負担額（県
⺠ 1 人当たり） 

• 公共交通の利用
回数（県⺠ 1 人
当たり） 

• 公共交通人材確保支援の
実施 

誰もが安心して暮らし、活躍できる鹿児島を目指し 
地域と共に「つながり」、「便利な」公共交通を創り、 
全ての県⺠や利用者で公共交通をこれからも「育む」 
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７-１. 鹿児島県で目指す地域公共交通の将来像 

商業等の生活利便施設の集積を鑑み、県内各市を拠点として設定した。拠点を結ぶ広
域的な移動を担う「地域間交通」と、地域内で完結し、より細やかな移動を担う「地域
内交通」に分類した。 

地域間を結ぶ鉄道・航路・航空路・路線バスについては、現行ネットワークの維持を
目指す。地域内の路線バス・コミュニティ交通等については、それぞれの地域における
検討内容を尊重しつつ、移動手段の確保に向けた支援を行う。これらを踏まえ、鹿児島
県において目指す公共交通網の将来像を以下のとおり設定する。 

 

 

図 ７-1 公共交通網の将来像（本土）（陸上交通のみ図示） 

 

 

 地域内交通 

地域内交通 

地域内交通 地域内交通 

地域内交通 

凡例 
拠点 

地域間交通 

地域内交通 
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図 ７-2 公共交通の将来像（屋久島、種子島）（陸上交通のみ図示） 

 

図 ７-3 公共交通網の将来像（奄美大島周辺部）（陸上交通のみ図示） 

凡例 

地域間幹線 

地域内交通 

拠点 

凡例 

地域間幹線 

地域内交通 

拠点 
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図 ７-4 公共交通の将来像（徳之島、沖永良部島）（陸上交通のみ図示） 

 

図 ７-5 公共交通網の将来像（与論島）（陸上交通のみ図示） 

凡例 
 

地域内交通 

凡例 
 
 

地域内交通 
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本県の公共交通網の将来像を設定するにあたって、設定した「地域間交通」及び「地
域内交通」について、役割及びそれぞれに該当する公共交通モードを以下の通り整理し
た。 

位置付け 役割 該当路線 

地
域
間
交
通 

鉄道 県内広域や県内外を連絡し、通勤通学、
買い物等の日常生活行動だけでなく、観
光、ビジネス等、多様な目的での移動を
担う。 

九州旅客鉄道線 
肥薩おれんじ鉄道
線 

航路 県外や県内離島、半島等を結び、日常生
活行動やビジネス、観光における人の移
動を担うとともに、物流上の重要な役割
を担う。 

県内外を結ぶ 
全航路 

航空路 県外や県内離島を連絡し、日常生活行動
やビジネス、観光における人の高速移動
を担うとともに、物流上の役割も担う。 

県内外を結ぶ 
全航空路 

路線 
バス 

幹線 

県内広域や県内外を連絡し、通勤通学、
買い物、通院等の日常生活行動だけでな
く、観光、ビジネス等、多様な目的での
移動を担う。地域拠点では他モードや地
域内交通と連絡し、公共交通ネットワー
クを構築する上で特に重要な役割を担
う。 

高速バス 
空港連絡バス 
地域間幹線系統
（路線バス） 

亜幹線 

主に県内の拠点都市と地域拠点を連絡
し、通勤通学、買い物、通院等の日常生
活での移動を中心に担う。他モードや幹
線バス路線、地域内交通と連携し、拠点
都市への連絡機能を有する。 

廃止代替系統（路
線バス） 

地
域
内
交
通 

路線バス 拠点都市や地域拠点から周辺部の居住地
や生活利便施設・観光地等を連絡する近
距離の路線で、地域内の移動手段として
の役割を担う。拠点都市や地域拠点では
地域間交通と接続することで広域への移
動も可能とする。 

廃止代替系統 
地域間幹線系統・
廃止代替系統以外
の路線バス等 

コミュニティ 
交通 

地域拠点や周辺部の居住地や生活利便施
設等をよりきめ細かく連絡する近距離の
路線で、地域内の移動手段としての役割
を担う。拠点都市や地域拠点では地域間
交通と接続することで広域への移動も可
能とする。 

県内で運行するコ
ミュニティバス・
乗合タクシー・デ
マンド交通等 
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７-２. 地域公共交通確保維持事業の必要性 

鹿児島県では、地域間幹線系統や廃止代替系統の路線バスが運行されており、学生や
高齢者など、運転免許証を持たない県⺠等にとっては必要不可⽋な公共交通機関である。
一方で、行政や事業者の運営努力だけでは路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持
事業により運行を確保・維持する必要がある。 

 

（1） 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通
における位置付け・役割 

位置付け 系統 役割 確保・維持策 

広域幹線 

鹿児島交通株式会社 市 内 外 を ま た
ぐ 広 域 的 な 通
勤 通 学 や 観 光
な ど 多 目 的 で
の 移 動 手 段 を
確保 

地域公共交通確
保維持事業（幹
線補助）を活用
し持続可能な運
行を目指す 

鹿児島〜川辺〜枕崎 （特急） 

なのはな館〜指宿〜利永〜開聞口〜頴娃〜⼤川〜東⼤川 

鹿児島〜指宿〜ホテル〜山川桟橋 （普通） 

伊集院高校〜加世⽥〜⽥ノ野〜枕崎 

指宿いわさきホテル〜指宿〜道の駅喜入〜知覧〜武家屋敷入口 

鹿児島〜中央駅前〜知覧〜特攻観⾳入口 

鹿児島駅前〜⽝迫〜伊集院 

鹿児島〜鹿児島中央駅〜⾕山駅前〜伊作〜加世⽥（急行） 

鹿児島中央駅〜自衛隊・国分〜重久車庫 

鹿児島駅〜伊集院・島平〜川内営業所 

鹿児島駅〜伊集院・島平〜串⽊野 

都城〜岩川〜野方〜県⺠健康プラザ〜鹿屋 

垂水〜垂水港〜鹿屋〜志布志（普通） 

志布志駅〜岩川〜牧之原〜検校橋〜旭通〜霧島市役所〜鹿児島空港 

志布志駅〜稚児松〜松山駅〜岩川〜中央通り〜都城 

種子島・屋久島交通株式会社 

永⽥〜上屋久町役場〜いわさきホテル 

宮之浦港〜安房港〜いわさきホテル〜栗生橋 

南国交通株式会社 

佐潟口〜出水〜水俣車庫 

隈之城車庫〜⻄方駅前〜阿久根新港 

⼤口〜本城〜栗野駅前 

⼤口〜針持〜宮之城 

楠⽥車庫〜帖佐駅〜鹿児島空港 

阿久根市役所〜出水・宮之城〜鹿児島空港 

株式会社しまバス 

平⽥町奥又〜中心商店街〜安⽊屋場 

せとうち海の駅〜奄美パーク〜⾚⽊名外金久 

こしゅく第 1 公園〜佐⼤熊・奄美パーク〜奄美空港 

JR 九州バス株式会社 

鹿児島駅〜鹿児島中央駅〜薩摩郡山〜宮之城 

鹿児島駅〜川⽥〜岩⼾口〜薩摩郡山 

鹿児島〜鹿児島中央駅〜明桜館高校前〜薩摩郡山 

宮崎交通株式会社 

イオン都城〜妻ケ丘・ｲｵﾝﾓｰﾙ･ﾐｴﾙ・都城駅〜川原⾕ 
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（2） (1)を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

上記(1)で整理した系統は、広域的な移動需要に対応する幹線系統であり、いずれも
通勤・通学・買物・観光等の需要に対応した系統である。過疎地域はもとより都市圏
郊外などで高齢化が進む中、交通手段の確保は⼤きな課題となっていることから、基
幹的な役割を担う幹線系統を維持していくことが必要である。 
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（3） 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実
施主体の概要 

系統名 起点 終点 
事業 

許可区分 
運行態様 実施主体 

補助事業 

の活用 

鹿児島〜川辺〜枕崎 （特急） 鹿児島 枕崎 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

なのはな館〜指宿〜利永〜開聞口〜
頴娃〜⼤川〜東⼤川 

なのはな館 東⼤川 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

鹿児島〜指宿〜ホテル〜山川桟橋 

（普通） 
鹿児島 山川桟橋 4 条乗合 

路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

伊集院高校〜加世⽥〜⽥ノ野〜枕崎 伊集院高校 枕崎 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

指宿いわさきホテル〜指宿〜道の駅
喜入〜知覧〜武家屋敷入口 

指宿いわさき
ホテル 

武家屋敷入
口 

4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

鹿児島〜中央駅前〜知覧〜特攻観⾳
入口 

鹿児島 
特攻観⾳入

口 
4 条乗合 

路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

鹿児島駅前〜⽝迫〜伊集院 鹿児島駅前 伊集院 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

鹿児島〜鹿児島中央駅〜⾕山駅前〜
伊作〜加世⽥（急行） 

鹿児島 加世⽥ 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

鹿児島中央駅〜自衛隊・国分〜重久
車庫 

鹿児島中央駅 重久車庫 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

鹿児島駅〜伊集院・島平〜川内営業
所 

鹿児島駅 川内営業所 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

鹿児島駅〜伊集院・島平〜串⽊野 鹿児島駅 串⽊野 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

都城〜岩川〜野方〜県⺠健康プラザ
〜鹿屋 

都城 鹿屋 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

垂水〜垂水港〜鹿屋〜志布志（普
通） 

垂水 志布志 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

志布志駅〜岩川〜牧之原〜検校橋〜
旭通〜霧島市役所〜鹿児島空港 

志布志駅 鹿児島空港 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

志布志駅〜稚児松〜松山駅〜岩川〜
中央通り〜都城 

志布志駅 都城 4 条乗合 
路線 

定期運行 
鹿児島交通 

地域間 

幹線補助 

永⽥〜上屋久町役場〜いわさきホテ
ル 

永⽥ 
いわさき 

ホテル 
4 条乗合 

路線 

定期運行 

種子島・屋久
島交通 

地域間 

幹線補助 

宮之浦港〜安房港〜いわさきホテル
〜栗生橋 

宮之浦港 栗生橋 4 条乗合 
路線 

定期運行 

種子島・屋久
島交通 

地域間 

幹線補助 

佐潟口〜出水〜水俣車庫 佐潟口 水俣車庫 4 条乗合 
路線 

定期運行 
南国交通 

地域間 

幹線補助 

隈之城車庫〜⻄方駅前〜阿久根新港 隈之城車庫 阿久根新港 4 条乗合 
路線 

定期運行 
南国交通 

地域間 

幹線補助 

⼤口〜本城〜栗野駅前 ⼤口 栗野駅前 4 条乗合 
路線 

定期運行 
南国交通 

地域間 

幹線補助 

⼤口〜針持〜宮之城 ⼤口 宮之城 4 条乗合 
路線 

定期運行 
南国交通 

地域間 

幹線補助 
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系統名 起点 終点 
事業 

許可区分 
運行態様 実施主体 

補助事業 

の活用 

楠⽥車庫〜帖佐駅〜鹿児島空港 楠⽥車庫 鹿児島空港 4 条乗合 
路線 

定期運行 
南国交通 

地域間 

幹線補助 

阿久根市役所〜出水・宮之城〜鹿児
島空港 

阿久根市役所 鹿児島空港 4 条乗合 
路線 

定期運行 
南国交通 

地域間 

幹線補助 

平⽥町奥又〜中心商店街〜安⽊屋場 平⽥町奥又 安⽊屋場 4 条乗合 
路線 

定期運行 
しまバス 

地域間 

幹線補助 

せとうち海の駅〜奄美パーク〜⾚⽊
名外金久 

せとうち 

海の駅 

⾚⽊名外金
久 

4 条乗合 
路線 

定期運行 
しまバス 

地域間 

幹線補助 

こしゅく第 1 公園〜佐⼤熊・奄美パ
ーク〜奄美空港 

こしゅく第 1

公園 
奄美空港 4 条乗合 

路線 

定期運行 
しまバス 

地域間 

幹線補助 

鹿児島駅〜鹿児島中央駅〜薩摩郡山
〜宮之城 

鹿児島駅 宮之城 4 条乗合 
路線 

定期運行 
ＪＲ九州バス 

地域間 

幹線補助 

鹿児島駅〜川⽥〜岩⼾口〜薩摩郡山 鹿児島駅 薩摩郡山 4 条乗合 
路線 

定期運行 
ＪＲ九州バス 

地域間 

幹線補助 

鹿児島〜鹿児島中央駅〜明桜館高校
前〜薩摩郡山 

鹿児島 薩摩郡山 4 条乗合 
路線 

定期運行 
ＪＲ九州バス 

地域間 

幹線補助 

イオン都城〜妻ケ丘・ｲｵﾝﾓｰﾙ･ﾐｴﾙ・
都城駅〜川原⾕ 

イオン都城 川原⾕ 4 条乗合 
路線 

定期運行 
宮崎交通 

地域間 

幹線補助 
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第８章 実施施策 
鹿児島県における公共交通の目標および将来像の達成に向け、基本方針に基づいて、設

定した実施施策を以下に示す。 

各施策は、記載する実施主体が施策を推進するものとするが、本計画期間内においても
施策の有効性等を鑑みて、随時、実施施策及び実施施策の方向性は見直しを行う。 

 
計画目標 
 実施施策 実施主体 
①公共交通の改善による交流・おでかけの活発化 

 移動実態や輸送実態に応じた幹線・域内公
共交通ネットワークの再構築と補助制度の
利活用 

鹿児島県、市町村、交通事業者 

 交通モードを跨いだダイヤ調整・乗継環境
整備 

鹿児島県、市町村、交通事業者、生活利便施
設関係者 

 交通以外の分野との共創の推進 鹿児島県、市町村、交通事業者、移動目的地
関係者、一次産品・特産品関係者 

②公共交通を含む関係者間の連携・協働による地域経済の活性化 

 複数市町村に跨る広域の検討体制構築 鹿児島県、市町村、交通事業者 
 交通以外の分野との共創の推進（再掲） 鹿児島県、市町村、交通事業者、移動目的地

関係者、一次産品・特産品関係者 
 ＭａａＳやキャッシュレス決済の推進 鹿児島県、市町村、交通事業者 
 経路検索サイト等への公共交通情報の提供

の推進 
鹿児島県、市町村、交通事業者 

 公共交通人材確保支援の実施 鹿児島県、市町村、県バス協会、タクシー協
会、交通事業者 

③地域旅客運送サービスの持続性向上 

 公共交通人材確保支援の実施（再掲） 鹿児島県、県バス協会、タクシー協会、市町
村、交通事業者 

 様々な公共交通モードの連携による利便性
向上に向けた検討 

鹿児島県、市町村、交通事業者 

 幹線交通の確保維持や GX 車両への更新 鹿児島県 

 公共交通に関する先進技術等の研究と社会
実装 

鹿児島県、市町村、交通事業者 

 子どもをターゲットとしたモビリティ・マ
ネジメントの推進 

鹿児島県、鹿児島県教育委員会、市町村教育
委員会、県バス協会、交通事業者 

 公共交通の利用増に向けた広報戦略の策定 鹿児島県、交通事業者、移動目的地関係者、 
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８-１. 公共交通の改善による交流・おでかけの活発化 

 

実施施策 移動実態や輸送実態に応じた幹線・域内公共交通ネットワークの再構築と補
助制度の利活用 

施策の 
方向性 

幹線・域内公共交通の輸送実態及び移動ニーズを勘案したネットワークの再
構築を行う。特に、拠点（立地施設）の有する機能や沿線居住実態、居住者
の移動実態や路線の持つ役割や輸送実態に応じて、適切な交通モードを選択
し、利便性を維持・向上させながら運行の効率化を図る。 

また、幹線・域内公共交通は、利用者の減少や運行費用増によって収益性が
低下しており、行政の支援が不可⽋となっている。現行の補助制度である地
域公共交通確保維持改善事業費補助金等の活用により、住⺠・来訪者の移動
手段として必要な公共交通ネットワークを持続可能なものとする。 

なお，高校生や買い物弱者の移動手段の確保については、行政（県、沿線市
町村）、交通事業者、関係者（高校や教育委員会、社会福祉協議会、自治会
等）が協議を行い、各地域における移動ニーズに応じて適切な運行形態が選
ばれ、確保されるよう努める。 

いわゆる「ライドシェア」については、これまで、諸外国で展開されている
Uber（ウーバー）や Lyft（リフト）のようなサービスに関し、過去、⽇本に
おいても規制緩和する議論があったものの、安全・安心を確保する観点か
ら、導入に至らなかったところである。また、過疎地における地域の移動手
段を確保する観点等から、現在の道路運送法においても、すでに一定の自家
用有償旅客運送を認めている状況である。 

このような中、現在、道路運送法上の事業者側からのアプローチ（ドライバ
ーの年齢や地理試験の緩和等）、自家用有償旅客運送側からのアプローチ双
方からの議論が進められているところである。「ライドシェア」への対応に
ついては、地域住⺠の安全性を確保しつつ、地域の移動手段が確保されるよ
う、国の検討結果を踏まえ検討を行う。 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      

 
  

輸送実態に応じた 
適切な交通モード選択 

検討 

継続的に改善 

運行継続・改善 
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実施施策 交通モードを跨いだダイヤ調整・乗継環境整備 

施策の 
方向性 

交通モードを跨いだ（鉄軌道と路線バスやタクシー、路線バスとコミュニテ
ィ交通やタクシー、航路と路線バス等）スムーズな乗継を目指し、可能な限
りダイヤの調整を行うなど、公共交通ネットワークとしての利便性を改善す
るにあたり必要な助言を行う。また、乗継待ち時間を有効に活用できる様、
既存の生活利便施設等と連携し、待合環境の整備・改善を行う。 

参考事例 

■列車・バス乗り継ぎの利便性向上に向けた取り組み（福岡県） 

JR 下曽根駅周辺から小倉地区への公共交通の利便性を図るため、下曽根駅
までのバスアクセス向上（周辺需要地から下曽根駅への直通系統の新設や列
車ダイヤに極力合わせたダイヤへ調整）に加え、列車・バス相互の情報案内
の強化や待合環境の充実を通して、スムーズな乗り換え環境が整備されてい
る。バスの時刻表・接近情報を表示するモニターの駅構内への設置や、バス
車内モニターでの列車時刻の案内表示により、バス・列車を乗り継ぐ利用者
に対して情報案内が強化されている。また、駅構内へのバス待合用のベンチ
の設置や、バス停の駅前広場付近への集約等、待合環境の充実が図られてい
る。 

 
出典：九州旅客鉄道（株） 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      

生活利便施設関係
者 

     

  

継続的に調整・改善 

協力 
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実施施策 交通以外の分野との共創の推進 

施策の 
方向性 

移動の目的地となる商業・福祉医療関係者や観光関係者等と連携し、移動目
的（買い物、健康づくり、観光等）に応じた公共交通利用を促進する。 

また、地域農産品や海産物、各種特産品等の製造者、一次産品や特産品を売
り出す商業・飲食関係者と連携し、旅客列車や路線バス等の空きスペースを
活用した貨客混載を行うなど、貨物輸送ニーズと公共交通の運行とのマッチ
ングを見極めつつ、公共交通を県内に様々な波及効果を生み出す装置として
活用し、新たな収入源の確保と物流の効率化の両立を図る。 

県や市町村の公共交通協議会等において、積極的に様々な分野の関係者と共
創を促し、持続的な公共交通運行と地域経済循環の活性化を目指す。 

また、各地で運行されている小中学校スクールバスについて、県内外の事例
を参考に混乗や空き時間活用等を検討する。 

参考事例 

■事例①：新幹線を利用した鮮魚の輸送（九州旅客鉄道、羽⽥市場） 

鮮魚の輸送・販売を展開する羽⽥市場株式会社と九州旅客鉄道株式会社が業
務連携し、九州新幹線を利用した鮮魚の輸送体制が確立された。鹿児島で水
揚げ、加工された水産物が九州新幹線に積載され、博多駅まで輸送される。
中間流通を介さないことで産地から消費地までの流通が効率化されている。 

 

■事例②：社会福祉法人による移
動支援サービスの提供（鹿屋市） 

社会福祉法人の地域貢献の一環と
して、車両と運転手が派遣され、
送迎を行う移動支援サービスが提
供されている。必要経費は社会福
祉法人等で負担し、料金は無料で運行
される。高齢者の移動を支援するとともに高齢者の外出促進や地域と福祉施
設の連携促進への効果が期待されている。 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      

移動目的地関係者      

一次産品・特産品
関係者 

     

連携関係構築 実施体制の検討 

出典：九州旅客鉄道（株） 
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８-２. 公共交通を含む関係者間の連携・協働による地域経済の活性化 

 

実施施策 複数市町村に跨る広域の検討体制構築 

施策の 
方向性 

市町村を跨ぐ広域的な公共交通について、交通圏を考慮し、複数の市町村と
鹿児島県が連携し、交通事業者と共に、交通モードの適切な選択や路線再編
に向けた合意形成を推進する。合意形成にあたっては、関係市町村と鹿児島
県が地域公共交通活性化再生法に基づく法定協議会を設け、交通圏や地域性
を鑑み、中心的な市町村が事務局を務める体制や複数市町村が共同（年度交
替等）で事務局を務める体制等を検討する。 

主に各市町村内で完結する路線については、各市町村において路線の性質や
住⺠移動ニーズを再確認し、地域の輸送資源を総動員しながら、路線の再編
（利便向上、効率化）を図る。 

参考事例 

■広域路線が運行される複数市町の連携（滋賀県湖東圏域） 

定住自立圏を構成する市町で、共通する課題であった移動手段の確保に対応
するため、同様の圏域で生活圏に応じた広域での検討体制を設置した。交通
不便地域対策や路線バスの代替手段として、地域内で共通のデマンド交通
「愛のりタクシー」を運行し、利用実績に応じて運行経費を按分する体制が
構築された。また、市町で負担金を拠出し、交通網再編の検討や利用促進、
地域公共交通を運営している。 

 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      
  

体制の検
討・設置 

協議会の開催と事業実施 

検討体制への参画と事業実施 
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実施施策 交通以外の分野との共創の推進（再掲） 

施策の 
方向性 

移動の目的地となる商業・福祉医療関係者や観光関係者等と連携し、移動目
的（買い物、健康づくり、観光等）に応じた公共交通利用を促進する。 

また、地域農産品や海産物、各種特産品等の製造者、一次産品や特産品を売
り出す商業・飲食関係者と連携し、旅客列車や路線バス等の空きスペースを
活用した貨客混載を行うなど、貨物輸送ニーズと公共交通の運行とのマッチ
ングを見極めつつ、公共交通を県内に様々な波及効果を生み出す装置として
活用し、新たな収入源の確保と物流の効率化の両立を図る。 

県や市町村の公共交通協議会等において、積極的に様々な分野の関係者と共
創を促し、持続的な公共交通運行と地域経済循環の活性化を目指す。 

また、各地で運行されている小中学校スクールバスについて、県内外の事例
を参考に混乗や空き時間活用等を検討する。 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      

移動目的地先関係
者 

     

一次産品・特産品
関係者 

     

 

 
  

連携関係構築 実施体制の検討 
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実施施策 ＭａａＳやキャッシュレス決済の推進 

施策の 
方向性 

公共交通や目的地施設との連携や一つの移動を一連のサービスとして捉えた
MaaS（Mobility as a Service）の取組が各地で進んでいる。 

移動の目的地となる商業・福祉医療関係者や観光関係者等と連携し、移動目
的（買い物、健康づくり、観光等）に応じた公共交通利用を促進する上で、
目的地先のサービスと移動手段の予約や決済を一括して行うなど、連携手段
としてＤＸ技術やキャッシュレス決済、旧来型の手段（紙券等）も含めて費
用対効果を適切に判断して活用を検討する。 

生活者や利用者の視点で、様々な移動目的地先と公共交通をシームレスでス
トレスなく利用できる環境・サービスの提供を目指す。 

特に、市町村や交通事業者が独自に実施している MaaS 施策の進捗を踏ま
え、分かりやすく利用しやすい姿を目指す。 

本県事例 

■公共交通におけるクレジットカードタッチ決済の推進（鹿児島県） 

南国交通が運行する鹿児島空港連絡バスにクレジットカードのタッチ決済が
導入されている。タッチ決済乗降履歴は交通事業者向け決済・認証プラット
フォームを提供する QUADRAC 株式会社が運営するサイト上で確認ができ
る仕様となっている。 

 
出典：南国交通 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      

  

連携関係構築 

技術的な助言・支援 

事業実施 
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実施施策 経路検索サイト等への公共交通情報の提供の推進 

施策の 
方向性 

利用者の利便増進に資するため、「標準的なバス情報フォーマット」の形式
で乗合バス運行情報のオープンデータ化を推進する。交通事業者や市町村
が、継続して運行情報を発信・更新できる様、県が支援を行うことで、持続
的な情報発信・更新体制を構築する。 

本県事例 

■公共交通路線情報・運行情報の発信（鹿児島県） 

経路検索サイト等への公共交通情報の提供推進を図るため、県内路線バス・
コミュニティバスの一部に係るＧＴＦＳ化、Google マップへの掲載に向けた
申請を行い、公開に向け、各交通事業者等において調整を行っている。 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      

 
  

継続的な支援 

オープンデータ化の実施・適宜更新 
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実施施策 公共交通人材確保支援の実施 

施策の 
方向性 

公共交通の持続的な運行に向け、公共交通に関わる人材の確保が重要であ
る。県内に本社がある交通事業者における第二種運転免許の取得者増を目指
した免許取得費用の支援や、求人情報の紹介等の人材確保策を行う。特に離
島部における第二種免許取得に必要な費用等について必要な支援強化を検討
する。 

また、県内市町村の移住定住促進策等と連携し、公共交通人材への住宅支援
を検討する。加えて、国へ公共交通人材の待遇改善に向けた原資を適正に確
保できるよう要望を行う等、公共交通事業者と連携して人材確保に重点的に
取り組む。 

加えて、市町村の公共交通担当者の育成を図るため、担当者を対象とした勉
強会等の開催を検討する。 

本県事例 

■公共交通人材の確保（鹿児島県） 

バス、タクシー等の運転士や、グランドハンドリングスタッフ等、公共交通
の人材確保のため、PR 動画を制作し、広報活動を実施している。また、⼤
型二種免許取得費用の助成等により、バス運転士の養成支援を行っている。 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

県バス協会      

タクシー協会      

交通事業者      

 
  

制度設計 事業実施 
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８-３. 地域旅客運送サービスの持続性向上 

 

実施施策 公共交通人材確保支援の実施（再掲） 

施策の 
方向性 

公共交通の持続的な運行に向け、公共交通に関わる人材の確保が重要であ
る。県内に本社がある交通事業者における第二種運転免許の取得者増を目指
した免許取得費用の支援や、求人情報の紹介等の人材確保策を行う。特に離
島部における第二種免許取得に必要な費用等について必要な支援強化を検討
する。 

また、県内市町村の移住定住促進策等と連携し、公共交通人材への住宅支援
を検討する。加えて、国へ公共交通人材の待遇改善に向けた原資を適正に確
保できるよう要望を行う等、公共交通事業者と連携して人材確保に重点的に
取り組む。 

加えて、市町村の公共交通担当者の育成を図るため、担当者を対象とした勉
強会等の開催を検討する。 

本県事例 

■公共交通人材の確保（鹿児島県） 

バス、タクシー等の運転士や、グランドハンドリングスタッフ等、公共交通
の人材確保のため、PR 動画を制作し、広報活動を実施している。また、⼤
型二種免許取得費用の助成等により、バス運転士の養成支援を行っている。 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

県バス協会      

タクシー協会      

交通事業者      

 
  

制度設計 事業実施 
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実施施策 様々な公共交通モードの連携による利便性向上に向けた検討 

施策の 
方向性 

公共交通の持続的な運行に向け、地域内で運行されている様々なモードの公
共交通について、貴重な運転者人材の適正配置や行政の財政負担削減に向
け、連携による利便性向上に向けた可能性の検討を行う。 

参考事例 

■交通事業者の共同経営によるサービス展開（JR 四国・徳島バス） 

JR 四国と徳島バスの共同経営により、異なる交通モードの垣根を超えたサ
ービス展開が開始されている。徳島バス「室⼾・生見・阿南⼤阪線」の一般
道区間の一部において、JR 乗車券類での乗車を可能とすることで、鉄道と
バスの双方を共通運賃・通し運賃での利用が可能となった。同地域を南北に
結ぶ交通サービスの実質的な運行本数増や待ち時間の短縮などの利便性向上
が図られるほか、利便性向上に伴う利用者の増加等による経営力の強化が期
待される。 

 
出典：国⼟交通省 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      
  

可能性検討 合意形成が調った地域から連携 

助言・支援 
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実施施策 幹線交通の確保維持や GX 車両への更新 

施策の 
方向性 

老朽化した車両や船舶等の更新による幹線交通の確保維持や、GX（グリー
ントランスフォーメーション）に資する EV バスや蓄電池電車等の導入促
進、バリアフリー化促進に必要な車両更新について、国の各種補助制度や交
付金の活用等を促す。 

参考事例 

■県による GX 推進事業補助金事業（沖縄県） 

沖縄県における二酸化炭素の部門別の排出量は、運輸部門が占める割合が高
いことから、県内を運行する路線バス・観光バス等への EV バス（電気バ
ス）導入を促し、クリーンエネルギー中心の社会システムへの移行（GX）
を推進するため、「EV バス導入による GX 推進事業」が実施されている。県
内の事業者支援のため、国が設ける EV バス関連補助金に上乗せするかたち
で補助金の交付が行われる。 

 
出典：沖縄県 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      
  

制度検討 
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実施施策 公共交通に関する先進技術等の研究と社会実装 

施策の 
方向性 

自動運転技術等の次世代モビリティサービスの導入について、県や市町村、
交通事業者が連携し、要望等に応じて実証実験の実施や実験結果を踏まえた
新技術の実装の推進を図る。 

参考事例 

■自動運転サービス（コミュニティバス）の運行（北九州市） 

北九州空港〜朽網駅間の自動運転実証事業が 2020 年 10 月下旬〜11 月下旬に
実施された。また、2023 年 12 月にも同区間での実証事業が予定されてお
り、⻄鉄グループや A-Drive（株）（自動車ワンストップサービス事業者）が
中心となり、自動運転レベル２（運転士が常時運転席にて安全確認を行い、
適宜介入操作）の路線バスタイプの自動走行が行われる。北九州市は、北九
州自動運転推進ネットワークを設立し、上記事業者を含む会員の活動を支援
している。 

 
出典：北九州市 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

市町村      

交通事業者      

 
  

先進技術の研究・社会実装に向けた実証実験 
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実施施策 子どもをターゲットとしたモビリティ・マネジメントの推進 

施策の 
方向性 

子どもの頃から公共交通に慣れ親しんでもらい、将来に向け安定的に公共交
通利用者を確保するためのモビリティ・マネジメント（MM）の取組を実施
する。「バスの乗り方教室や職業体験等」の実施や、県教育委員会や高等学
校等と連携し、公共交通を利用した通学方法について中学生へ周知し、公共
交通の利用促進につなげる。 

参考事例 

■「バスの乗り方教室」（⼤分市） 

将来における公共交通の利用促進を図ることを目的として、バス事業者と連
携した「バスの乗り方教室」が実施された。教室では、公共交通の利用によ
る温室効果ガス削減についての学習や、乗車体験等が行われた。 

 

 
出典：⼤分市 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

鹿児島県教育委員
会 

     

市町村教育委員会      

県バス協会      

交通事業者      

 
  

通学 MM
の検討 通学 MM の実施 

バスの乗り方教室等の実施 
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実施施策 公共交通の利用増に向けた広報戦略の策定 

施策の 
方向性 

公共交通の利用増に向け、広報活動を行う際に、公共交通のイメージアップ
や公共交通利用がもたらす渋滞緩和や健康増進等のメリットを訴えること等
が必要であることから、交通事業者や目的地施設、関係機関と連携して広報
戦略を策定する。鹿児島県における、公共交通のブランドイメージの構築を
目指し、利用増に加え、運転者等の公共交通の担い手確保にもつなげる。 

特に、公共交通側の情報発信に加え、目的地施設側からの交通案内等の情報
発信も検討するなど、利用増につなげる。 

参考事例 ■公共交通利用増に向けた呼びかけ（前橋市） 

交通政策の最新情報をはじめとして、交通に関する様々な取組を紹介する
「前橋交通ポータル」を運営している。時刻表等の情報や、運行事業者等か
らの情報発信、WEB 限定コラム等を掲載し、公共交通の利用増が図られて
いる。 

 
出典：前橋市 

実施主体 
実施時期 

実施主体 
スケジュール 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

鹿児島県      

交通事業者      

移動目的地関係者      

 

  

広報戦略 
策定 広報戦略に基づいたブランドイメージ構築 
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第９章 計画の達成状況の評価 

９-１. 計画の達成状況を評価する数値指標 

 

計画目標 
数値指標 現状値 

令和 4 年度 
中間値 

令和 8 年度末 
目標値 

令和 10 年度末 
① 公共交通の改善による交流・おでかけの活発化 

肥薩おれんじ鉄道の輸送人員 975 千人 1,001 千人 970 千人 
【設定の考え方】過去の輸送人員のすう勢と交通事業者の見込み値から設定 
【データ取得方法】公共交通事業者データ、鹿児島県で集計 
【評価時期】毎年 
乗合バス輸送人員 23,924 千人 

(令和 3 年度実績値) 
23,924 千人 23,924 千人 

【設定の考え方】過去の輸送人員のすう勢から設定 
【データ取得方法】九州運輸要覧 
【評価時期】毎年 
タクシー輸送人員 9,274 千人 

(令和 3 年度実績値) 
9,274 千人 9,274 千人 

【設定の考え方】過去の輸送人員のすう勢から設定 
【データ取得方法】九州運輸要覧 
【評価時期】毎年 
鹿児島空港年間乗降者数 
（国内線・国際線合計） 

4,065 千人 5,683 千人 6,491 千人 

【設定の考え方】鹿児島空港将来ビジョンに示されている目標値を基に設定 
【データ取得方法】公共交通事業者データ、鹿児島県で集計 
【評価時期】毎年 
県内航路輸送人員 925 千人 925 千人 925 千人 
【設定の考え方】過去の輸送人員のすう勢から設定 
【データ取得方法】公共交通事業者データ、鹿児島県で集計 
【評価時期】毎年 
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計画目標 
数値指標 現状値 

令和 4 年度 
中間値 

令和 8 年度末 
目標値 

令和 10 年度末 
② 公共交通を含む関係者間の連携・協働による地域経済の活性化 
③ 地域旅客運送サービスの持続性向上 

財政負担額（県⺠ 1 人当たり） 1,021 円/人 1,067 円/人 1,088 円/人 
【設定の考え方】過去の財政負担額のすう勢と、今後の人口減少を鑑み設定 
【データ取得方法】県内バス路線補助額（県データ）、鹿児島県で集計 
【評価時期】毎年 
公共交通の利用回数 
（県⺠ 1 人当たり） 

37.9 回/人 39.0 回/人 41.0 回/人 

【設定の考え方】過去の公共交通の利用回数のすう勢から設定 
【データ取得方法】九州運輸要覧（鹿児島県発の旅客流動量） 
【評価時期】毎年 
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９-２. 数値指標の設定根拠 

９-２-１ 公共交通の改善による交流・おでかけの活発化 

（1） 肥薩おれんじ鉄道の輸送人員 

肥薩おれんじ鉄道の輸送人員は、コロナ禍前の平成 30 年度までは微減傾向が続いて
いたが、コロナ禍の影響により令和 2 年度に⼤きく減少している。 

肥薩おれんじ鉄道による輸送人員見込みを基に、令和 10 年度の輸送人員は 970 千人
を目指す。 

  

図 ９-1 肥薩おれんじ鉄道の輸送人員 

 

（2） 乗合バス輸送人員 

乗合バスの輸送人員は、コロナ禍前の平成 30 年度まではほぼ横ばい傾向が続いてい
たが、コロナ禍の影響により令和 2 年度に⼤きく減少している。 

公共交通利用の推進により、令和 3 年度の値である 23,924 千人/年の維持を目指す。 

 

図 ９-2 乗合バス輸送人員  
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 145

（3） タクシー輸送人員 

県内のタクシーの輸送人員は、コロナ禍前の平成 30 年度までは減少傾向が続いてい
たが、コロナ禍の影響により令和 2 年度に⼤きく減少している。 

公共交通利用の推進により、コロナ禍前から続く輸送人員の減少傾向に対し、令和 3

年度の値である 9,274 千人/年の維持を目指す。 

 

図 ９-3 タクシー輸送人員 

 

（4） 鹿児島空港年間乗降者数（国内線・国際線合計） 

鹿児島空港での国内線・国際線合計の年間乗降者数は、コロナ禍前の平成 30 年まで
は微増傾向が続いていたが、コロナ禍の影響により令和 2 年に⼤きく減少している。 

鹿児島空港将来ビジョンによると、令和 12 年目標値として乗降者数 7,300 千人/年を
目指している。本計画においては、令和 4 年実績値である 4,065 千人と令和 12 年の目
標値から、令和 10 年に年間乗降者数 6,491 千人を目指す。 

 

図 ９-4 鹿児島空港年間乗降者数（国内線・国際線合計）  
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（5） 県内航路輸送人員 

県内の主な離島航路における輸送実績は、コロナ禍の影響により令和 2 年度に⼤き
く減少している。 

令和 4 年度の 925 千人/年を基準に、県内航路における輸送人員の現状維持を目指す。 

 

図 ９-5 県内航路輸送人員 
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９-２-２ 公共交通を含む関係者間の連携・協働による地域経済の活性化、地域旅客
運送サービスの持続性向上 

（1） 財政負担額（県⺠ 1 人当たり） 

公共交通の県⺠ 1 人当たり財政負担額は微増傾向にあり、令和 4 年度は県⺠ 1 人当
たり 1,021 円となっている。令和 5 年度以降、人口の減少により県⺠ 1 人当たりに換
算すると負担額の増加が想定されるが、財政負担額の総額を令和 4 年度並みに維持し、
令和 10 年度は県⺠ 1 人当たり 1,088 円程度の負担額に抑えることを目指す。 

 

図 ９-6 財政負担額（県⺠ 1 人当たり） 

 

（2） 公共交通の利用回数（県⺠ 1 人当たり） 

県⺠ 1 人当たり公共交通利用回数（旅客流動量）は微増傾向にある。コロナ禍の影
響により令和 2 年度（2 年遅れの令和 4 年度運輸要覧にて把握）は、前年度から⼤きく
減少し、県⺠ 1 人当たり 37.9 回となっている。令和 3 年度以降、各交通モードの旅客
流動量は維持を目指すが、人口の減少により、県⺠ 1 人当たりに換算すると旅客流動
量の増加が想定される。令和 10 年度において県⺠ 1 人当たり 41.0 回を目指す。 

 

図 ９-7 県⺠ 1 人当たり旅客流動量  
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９-３. PDCA サイクルによる計画の継続的な改善 

目標を達成するためには、計画的に事業を進めることが重要である。 

そのために、継続的に取組を実施していく（Do）と同時に、その取組結果を詳細に把
握・評価し（Check）、課題が見つかればさらに見直しを検討・調整し（Action）、新た
な取組の計画を立案する（Plan）という「PDCA」のサイクルに基づいて、達成状況の
評価を進めていく。なお、毎年評価することが難しい実施事業については、中間値を測
定することで評価を行い、適宜改善に取り組む。 

このサイクルを計画終了年度である令和 10 年度まで継続的に実施することで、取組状
況やその効果を施策実施の都度把握・検証し、その次のステップへと持続可能な公共交
通網の形成に寄与させることができる。 

 

表 ９-1 PDCA の実施サイクル 

 
各年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

協議会          

 

  

コントロール 
ポイント 

 

 

 

 

   

  

  

 

実施すること 

    

  

    

 

 

 

 

 

  

事業評価 

★ ★ 

次年度予算要求 

● ● 

● 

前年度実施事業⾒直し 
検討に基づく計画の改定 

次年度計画の具体化 

事業の実施 

評価の実施 

次年度実施事業 
⾒直し・改善検討 

 

モニタリングの実施 

P P 

C 

D 

C 
A 

① ② ③

地域公共交通計画の⾒直し 
（地域間幹線系統補助） 

★ 
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９-４. 計画の推進体制 

本計画は、地域公共交通活性化再生法及び交通政策基本法の趣旨に鑑み、計画の策定
主体である本県を中心に、鹿児島県地域公共交通協議会の構成員である交通事業者、市
町村、行政が一体となり、それぞれが主体性を発揮しながら、推進を図る。 

 

表 ９-2 計画の推進体制一覧表 

事業主体 役割 

鹿児島県 

主に地域間路線について、関係市町村と密接な連
携を図りつつ主体的に地域公共交通の活性化及び
再生に取り組む 
関係者との密接な連絡調整 
新規事業の企画・立案 
新技術の社会実装 

交通事業者 

旅客運送サービスの質の向上 
利用状況等のデータの収集・分析 
積極的な利用促進事業の実施 

地域住⺠等 
公共交通機関の積極的な利用 
情報発信などの積極的な啓発活動の実施 
地域等における要望等の取りまとめ 

目的地施設等 
公共交通機関の積極的な利用呼びかけ 
交通事業者や市町村と連携し、移動サービスとの
一体的なサービス提供を図る 

市町村 
関係者と相互に密接な連携を図りつつ主体的地域
公共交通の活性化及び再生に取り組む 

国 

情報の収集・整理・分析・提供 
新技術の研究開発の推進 
人材の養成・資質向上 
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